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４ 今後の課題 

今後の課題については、以下のとおりである。 

（１） 本調査における非標本誤差の縮小に向けた更なる取組について 

ア 本調査及び国勢調査の調査対象世帯に係る属性等の比較・検証 

本調査は国勢調査の調査区から調査対象の地区を抽出（約5,500地区）の上、更に

調査時点において改めて準備調査を行って世帯名簿を作成している。そこで、本調

査の準備調査結果と国勢調査の乖離の程度や傾向について、世帯属性や年齢構成等

の比較・検討を行い、本調査が実施する対象の実態を正確に把握する必要がある。 

具体的には、本調査と国勢調査が同時期に実施された平成22年調査をもって、ま

た、同一の調査地区・調査区に係る詳細な分析が可能な平成25年調査をもって、世

帯属性や年齢構成等の比較・検証を一定の地域レベルで実施することで、本調査結

果の代表性を明らかにし、精度の向上に向けた検討に当たっての基礎情報としてい

くことが必要である。なお、上記の国勢調査との比較・検証に当たっては、本調査

の準備調査結果のみならず、世帯票及び所得票についても原データレベルの情報を

もって、回収結果の世帯属性や年齢構成等の分布に係る検討を行う必要がある。 

 

イ 本調査結果及び国勢調査結果の分布に係る乖離の縮小に向けた検討 

国勢調査の分布である母分布と本調査結果（推計値）の分布を比較すると、上記

２（３）アのとおり、若年層や単独世帯に係る世帯数の分布において乖離が認めら

れる。このため、厚生労働省は、現行の推計方法の妥当性とともに、更なる精度向

上等を図る観点から推計方法の見直しについて検討する必要がある（注）。 

 （注）本調査では、現在は推計人口を用いた推計等を行っており、推計に当たっては世帯属 

性を考慮していないことから、単独世帯や若年世帯の回収率が比較的低いこと等により

世帯属性分布に歪みが生じることが考えられる。このような歪みを補正する方法として、

世帯属性別の事後層化による推計について検証を行い、推計方法の見直しを行うことが

考えられる。 

 

ウ 回収率の向上に向けた調査方法の検討 

非標本誤差の縮小を図るため、平成 29 年以降の本調査（簡易調査）実施時に合わ

せて面接不能世帯を対象とした「郵送回収」の試行的な検証を検討しているが、

「郵送回収」による調査票では記入内容の正確性が確保されないおそれもある中、

実効性のある具体的な取組について検討する必要がある。その際、「郵送回収」の

試行的な実施を通じて、現在回収率が低く非標本誤差の原因ともなっている若年齢

層や単身世帯、都市部の世帯における回収状況について十分検証する必要がある。 

なお、「郵送回収」の実効性を確保する上で重要と考えられる未回収世帯に係る

「欠票情報」については、従来から一定の情報を把握しているが、今後の回収率向

上に向けた方策を検討する上で有用な情報と考えられるため、当該情報をより適切

かつ的確に把握する方策について積極的に検討する必要がある。 

  さらに、オンライン調査については、都市部を中心とした若年単身世帯の捕捉率

の改善に資することが期待されることや、報告者の利便性の向上、実査機関及び調

査員の事務負担の軽減、正確な統計作成など多くのメリットがあり、また、今後の

情報通信技術の更なる進展に伴い、中長期的にはその導入に向けた具体的な取組の

検討が求められることが想定される中、導入を図る上で必要な環境整備（政府統計

共同利用システムの改善等）等を踏まえ、引き続き検討していく必要がある。  

参考資料１


